
大分市高齢者向け住宅における
生活保護実施に関する取扱指針
令和３年５月７日

大分市福祉事務所 生活福祉課



1.指針の目的及び趣旨について

• 事業者の皆様へ「生活保護受給者へ提供される住
居・食事・サービスの内容、対価、仕組み等と、
生活保護法による保護の基準との整合性」を確認
及び遵守していただく事項を定めること、並びに
行政指導することを目的としています。

※行政指導とは行政手続法上、勧告、助言等の行為

であって処分に該当しないものです。



（1）受給者が入居できる住宅について

福祉事務所が入居を認める高齢者向け住宅は、原

則として社会福祉各法に定められたものであり、

「大分市有料老人ホーム設置運営指導指針」

「大分市サービス付き高齢者向け住宅運営指導指針」

を事業者の方が遵守しているものです。

2.入居する場合の取扱い



（２）入居に際して、事業者の皆様へお願い

・ 住宅の設備、家賃等を重要事項説明書
に基づき説明してください。
・ 食事、その他サービスの提供内容につい
て、独立した契約を締結する等、明確に
し、十分な説明を行ってください。

入居しようとする受給者に対して 福祉事務所に対して

・ 入居契約を締結する前にあらかじめ報告
してください。
・ 入居及び、入居後に必要な費用について
報告し、契約書の写し等を提出してくださ
い。費用変更の都度、報告してください。



(1) 外付けサービスについて説明し、受給者の意思

で選定することを妨げないでください。

(2) 医療機関等から経済上の利益の提供を受け、患

者の紹介を行わないでください。

(3) 医療・介護機関について、やむを得ず遠隔地の

医療機関及び事業所を利用する場合、事前に報告し

てください。

(4) 種々の施策の活用が可能な場合、給付手続きが円

滑に行われるよう配慮してください。

3.生活保護制度との整合性について



• 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律」に定める各種サービスが適用さ
れる場合は介護扶助に優先するため、給付の手続
きが円滑に行われるように配慮してください。

(5) 社会保険未加入の４０歳以上６５歳未満の要介
護状態の受給者について

介護保険法における支給限度基準額

障害者施策（自立支援給付） 介護扶助

※介護扶助を利用する場合は、障害者施策（自立支援給付）と介護
扶助を合わせた額を、支給限度基準額に収める必要があります。



• 生活保護費から家賃が支給される間（入院・入所か
ら６ヶ月以内に退院・退所が見込まれる場合、６ヶ
月間。 ６ヶ月を超えることが明らかな場合でも、そ
の時から確実に３ヶ月以内に退院・退所できる見込
みがあると認められた場合には、更に３ヶ月。 ）は、
入院又は入所を入居契約の解約事由としないでくだ
さい。

※胃ろう増設や痰の頻回な吸引を要する等、身体的
な理由等により、施設設備での介助が困難となる
状態となった場合は除きます。

(６) 入院・施設入所する受給者の取り扱いについて



＜

• 管理費、共益費、食費、雑費等として徴収する生
活費用は、生活扶助費に収まる額としてください。

• 受給者と受給者以外の者について、合理的な理由
なく徴収する費用に差を設けないでください。

(７)生活費用として徴収する費用について（家賃を除く）

生活扶助費
生活費用

同じサービスなのに
値段が違う？



基準年齢等 生活扶助費

Ａ ２０～６４歳 ７１，４６０円

Ｂ ６５～７４歳 ６９，５３０円

Ｃ ７５歳以上 ６５，４７０円

Ｄ 入院患者日用品費 ２３，１１０円

Ｅ 介護施設入所者基本生活費 １９，７６０円（介護施設入所者加算９，８８０円含む）

○生活扶助費の例（住宅扶助費を除く）※令和３年度現在

(8) 入院や施設入所中の受給者から徴収する生活費用はＤ・Ｅの範囲

内としてください。

※入院・入所が1ヶ月を超える場合、Ｄ・Ｅが算定されます。

(9) 介護保険法における支給限度基準額を超える介護サービスの提供

を行わないでください。

(10)高齢者向け住宅における付帯サービス利用中の事故等について

の責任が事業者にある場合、医療費は事業者にて負担してくだ

さい。

• 受給者によって別途加算が算定される場合があります。生活扶助費について確
認したい場合は、担当ＣＷまでお問い合わせください。



(1)受給者の受診状況、介護サービスの利用状況等

聞き取り等の調査を行うことがあります。

(2)受給者が最低生活を営めていることや、適切な

サービス実施がなされているかを把握するため、

定期的に訪問を行います。

(3)訪問による環境の確認や質問等による設備の確

認を行うことがあります。

4.調査のお願いについて



• 事故が発生した際、医療扶助の対象となるか等、
確認する必要があります。

速やかに詳細について報告するようお願いします。

なお、報告対象は大分市長寿福祉課及び大分市住

宅課が報告を求めるものと同様とします。

5.事故の対応について



(1)生活保護費は受給者へ交付することが原則です。
金銭管理が困難な場合、日常生活自立支援事業等の
利用を促すことがあります。

(2)契約に基づき、事業者が金銭管理を行う場合は、
契約締結前に、受給者へ対し書面を交付した上
で説明してください。

(3)契約に基づき金銭管理をする場合、福祉事務所から
求めがあった際は、契約書の写しを提出してくださ
い。

(4)契約に基づき金銭管理をする場合、現金出納簿
を作成し、福祉事務所から求めがあった際は、写し
を提出してください。

6.生活保護費の交付等について



• 福祉事務所は、当該高齢者向け住宅が１～６まで
の項目内容に該当しない住宅と判断された場合、
受給者に対して生活保護法に基づき、転居指導を
行う場合があります。

7.受給者に対する指導について

8.その他

• 本指針施行前に受給者が入居している場合は、指
針に適合していただくようご協力をお願いします。



ご清聴ありがとうございました。


